
【令和６年度予算概算決定額 181（186）百万円】
＜対策のポイント＞

⽇本⾷・⾷⽂化の普及を担う⼈材の育成等の取組を⽀援するため、海外における⽇本⾷・⾷⽂化の普及を担う料理⼈の育成や⽇本産⾷材サポーター店等
の拡⼤等を推進します。
＜事業⽬標＞

農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．⽇本⾷・⾷⽂化普及の⼈材育成事業
⽇本の農林⽔産物・⾷品に対する需要喚起に向け、⽇本⾷・⾷⽂化の普及を

担う⼈材の育成等の取組を⽀援するため、以下の取組を実施します。
① ⽇本料理の調理技能認定推進⽀援
② 海外⽇本⾷料理⼈育成のための招へい研修⽀援
③ 外国⼈⽇本料理コンテストの開催⽀援
④ 海外⽇本⾷イベント・セミナー等への講師派遣⽀援
⑤ 海外料理学校等での⽇本⾷講座開設・講師派遣⽀援
⑥ ⽇本⾷・⾷⽂化普及の功労者等の表彰

２．⽇本⾷・⾷⽂化の発信拠点拡⼤事業
⽇本⾷・⾷⽂化の発信拠点となる現地レストラン・⼩売店などを⽇本産⾷材サ

ポーター店として認定する取組を推進します。

３．グローバルイベント等における⽇本⾷・⾷⽂化発信事業
国際会議等の機会に併せ、⽇本⾷・⾷⽂化や⽇本産⾷材の魅⼒を発信します。

＜事業の流れ＞
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［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出企画課（03-6744-0481）
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⺠間団体等

⽇本産⾷材サポーター店を⽇本⾷・⾷⽂化の
発信拠点として活⽤し、海外での⽇本産⾷材
の需要拡⼤を図り、輸出を促進します。

２．⽇本産⾷材サポーター店の認定推進

⽇本産⾷材
サポーター店認定制度

１．⽇本⾷・⾷⽂化普及の⼈材育成事業

⽇本料理の調理技能
認定制度

マーケットイン輸出ビジネス拡⼤⽀援事業のうち
⽇本⾷・⾷⽂化の魅⼒発信による⽇本産品海外需要拡⼤事業

＜現状・課題＞
○海外で⽇本⾷レストランが増加傾向にある⼀⽅で、
専⾨的な知識・技能を有する⽇本⾷料理⼈が不⾜。

○海外の料理学校では⽇本⾷の専⾨的な知識・技術
を講義・指導できる講師が不⾜。

○海外の料理学校には⽇本⾷講座の開講のニーズが
あるが、⽇本⼈料理⼈を招へいするための費⽤や
受講料の⾼騰により開設を断念するケースもある。

海外⽇本⾷料理⼈の
育成の充実が不可⽋。
海外の料理学校等にお
ける⽇本⾷講座開設・
講師派遣⽀援を拡充。




